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ミレニアム開発目標(Millennium Development Goals; MDGs)の後継として，持続可能な開発のための2030アジェ
ンダが2015年9月の国連サミットで採択され，2016年から2030年までの国際目標として，持続可能な開発目標















































































1975 年衛生法および同法施行規則を満足する腐敗槽を新たに設計・建設し 2014 年 6 月から 2016 年 5 月に
かけて連続運転を行った．期間中の平均HRT は 3.57 日，平均除去率はCOD51%，SS65%，T-N17%であり，
T-NのみならずCODについても処理水濃度は原水濃度に依存することが回帰分析により確認され，HRTを1975























































案し，空港利用客一人一回当たり PHP120(264 円，１PHP=2.2 円として)を徴収すれば必要な維持管理費用を賄う
ことが可能となることを示した． 
第6章「まとめ」では研究の成果を総括し，残された課題について整理した． 
合併処理浄化槽は腐敗槽と比して高い処理性能を有し，また大型・集中型の下水処理施設と比して設置に要す
る期間が短く効果の発現が早い．このことから，合併処理浄化槽は開発途上国の下水道が整備されない地域の水
環境の保全に貢献できる技術であると考えられる．しかしながら合併処理浄化槽は腐敗槽に比して導入コストが
高額になり，現地の経済状況を考慮すると，日本のように一敷地，一建築物に対し一基の個別合併処理浄化槽を
個人負担によって設置する原則を適用することは難しい． 
この観点に立ち，本研究ではコミュニティレベルで住民が共同所有する公共施設としての合併処理浄化槽を設
置することを提案した．この場合の設置費用は政府開発援助(ODA)等の支援によって行われることを想定した．
そして，この合併処理浄化槽を用いた小規模集合処理システム構築のための最適なコミュニティ規模に関し，経
済性の観点から検討を行ったものである． 
本研究は，複雑な土地形状，道路，既存埋設物や土地の勾配等を考慮せず単純化したモデルを用いた検討を行っ
たものである．実際に合併処理浄化槽を活用して小規模な集合処理を行うには，現地において様々な検討が必要
となるが，本研究の成果はコミュニティ型の合併処理浄化槽導入の初期段階における一つの指標として活用する
ことができる． 
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